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研究成果の概要（和文）： 
介護サービス利用の効果測定と要介護者の将来推計は人口の高齢化ともに重要な政策課題とな

っている。本研究では、要介護者に関する性・年齢別、要介護度の変化に関するデータを用い、

介護サービス利用が要介護度の悪化に与える影響を評価するとともに、多相生命表の原理を用

いて将来推計を行った。その結果、在宅高齢者が何らかの介護サービスを利用する場合、要介

護度の悪化を防止することを示唆する結果が得られた他、多相生命表の原理を用いた要介護者

数の推計と実際の値の比較を行うことが可能となった。  
 
研究成果の概要（英文）： 
The objective of this study was to examine the effects of long-term care services on an 
increase of care need levels and to make a future estimate of the number of people require 
long-term care. Cox proportionate hazard model was used to determine whether the use of 
long-term care insurance service is associated with increased care need level. We estimated 
the number of elderly people who would need long-term care using the principle of 
multistate life tables. After adjusting for sex, age, and care need level, the hazard ratio for 
probability of increased care need level among service users was calculated as 0.75. The 
estimated total number of people in 2012 who would need long-term care was estimated to 
101.2% to the actual number of people that received it. 
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１．研究開始当初の背景 
 

高齢化社会の進展に伴って、要介護高齢者
の介護への問題は、先進国共通の課題となって
いる。その一方で、介護が必要とされた高齢者
に対しては、さまざまなサービスが提供されてい
るものの、高齢者の自然経過や、介護サービス
の効果については評価がいまだ十分に確立さ
れているとは言えない状況にある。 

我が国では 2000 年に介護保険制度が開始
され、介護サービスの利用が大きく拡大した。内
閣府が実施した世論調査でも、介護保険制度の
導入に伴って「介護の状況は以前に比べて良く
なった」とする回答が過半数に上る等、制度の
定着を見ているが、介護サービスの効果に関す
る研究については必ずしも十分であるとはいえ
ない。 

これまでに行われた介護サービスの効果につ
いて先行研究でも、介護サービスの予後、介護
の必要度に与える影響についての評価は様々
で、在宅高齢者への予防的サービスあるいはデ
イケアサービスが死亡率や介護施設への入所を
下げるとする研究、訪問サービスの死亡率に与
える影響については十分なアセスメントとフォロ
ーアップがあり比較的若年であれば効果がある
とする研究 、デイサービスの効果が高齢者本
人への影響としては限定的であるものの家族に
とっては効果があったとする研究、 医療サービ
スの利用や費用は差がなかったとする研究等、
様々な研究結果が報告されている。 

高齢化と高齢者介護の問題は、先進国にとっ
ての共通の課題であり、日本は高齢化について
そのスピード程度ともに最も早いグループに属し
ている国であるため日本の高齢者介護に関する
研究が他国による高齢者介護について研究をリ
ードしうる分野としてその実施の意義は大きいも
のである。 
 
 
２．研究の目的 
 

本研究の目的は、自治体において収集され
ている介護保険の実施に関する情報を用いて、
要介護者に関するサービス利用状況を、高齢者
の要介護度の悪化・改善に与える介護サービス
が及ぼす影響について明らかにするととともに、
一定期間における被保険者の要介護度の変化
に関するデータを用いて、要介護者の将来推計 
 

を行い、その特徴と課題を明らかにするとともに、
介護保険制度への政策的意義について論じる
ことにある。 
 
３．研究の方法 
 

本研究では、東京都内の某保険者において
2010 年 10 月時点で要介護認定を受けたすべ
ての高齢者に関する認定データ及びサービス
給付データを解析対象とした。分析に用いた保
険者の 2010 年 10 月時点の人口は 190,783 人
（男性 91,089 人、女性 99,694 人）、うち 65 歳
以上人口は 37,653 人（男性 15,090 人、女性
22,563 人）、高齢化率は 19.7％であった。なお、
65 歳以 上の介 護保 険料の 基準 額は 年間
52,600 円（月額 4,383 円）であった。 

2010 年 10 月時点で要介護認定を受けてい
る高齢者について、性、生年、調査時点におけ
る有効な認定月と要介護度、2009 年 10 月時点
における有効な認定月と要介護度、利用してい
るサービスについてのデータについて提供を受
け、認定情報に欠損のあったデータ、前回認定
のないデータ、前回認定の有効期間中が現在も
有効なもの除き、いずれかの時点で施設介護サ
ービスを受けていた者、初回要介護度認定です
でに要介護度が悪化し得ない者を除き、性、年
齢、要介護度、認定間隔、サービス利用の有無
別に認定期間の前後で要介護度が悪化する割
合を算出した。また、サービス利用の有無別に、
性、年齢階級、要介護度、認定間隔別のサブグ
ループごとに群間のオッズ比を比較した。さらに
要介護度の悪化をエンドポイントとし、観察期間
を要介護認定期間とした COX 回帰分析を行い、
性、年齢階級、要介護度を調整した介護サービ
ス利用有無によるハザード比を求め介護サービ
スが要介護度の悪化にどのような影響を及ぼす
かについて検討した。 

多相生命表の原理を用いた要介護者数の将
来推計にあたっては、2010 年 10 月時点で要介
護認定を受けている高齢者について、性、生年、
調査時点における要介護度と 1 年前時点にお
ける要介護度についてのデータについて、非該
当～要介護 5 までの状態を推移する確率を求
め、年齢階級別に 4 区分について要介護度の
推移確率を求め、1 年後の要介護高齢者数を
推計した。ここで求められた要介護者数を、当該
保険者から公表された 2011 年の実要介護者数
と比較することで推計精度の検討を行った。 



本 研 究 に お け る 統 計 解 析 に あ た っ て は 、
SPSS16.0J（SPSS Japan、東京）を用い、p< 
0.05 を有意水準とした。 
 
本研究の実施に当たっては、データを利用

した自治体の「情報公開制度及び個人情報保
護制度運営審議会」の審議を経て、許可を得
てデータ提供を受けた。研究実施にあたって
は東京大学大学院医学系研究科・医学部倫理
委員会委員会の許可を得ている。（2010 年 11
月 29 日 承認番号 3238） 
 
 
４．研究成果 
 
分析対象者の平均年齢±標準偏差は、84. 4 ± 

7.0 歳、認定間隔の平均間隔±標準偏差は
14.0±6.1 カ月であった。このうち要介護度が
悪化したのは、39.8 %であった。要介護度の
悪化割合は年齢階級が上がるほど、また、前
回認定時の要介護度が高いほど高くなるが、
性別、サービス利用の有無別には有意な差が
認められなかった。 
在宅サービス利用の有無別の要介護度の悪
化について、性、年齢階級、要介護度、認定
間隔別にサブグループ解析を行ったところ、
性別については女性、認定期間が 7～12 か月
の場合にサービス利用者群の方が介護度の
悪化割合が高く、現在の要介護度については
要介護 3～5、認定期間が 13 カ月以上の場合
については、サービス利用者群の方が介護度
の悪化割合が低いという結果を得た。 

さらに、何らかの在宅サービス利用の有無
別に、認定期間別に要介護度が維持以上でき
ている状態を生存状態とし、要介護度が悪化
した場合をイベントとし性（男性／女性）、
年齢（75 歳未満／75～84 歳、85 歳以上）、
介護階級（要支援 1,2／要介護 1,2／要介護
3,4）の調整を行った場合の COX 回帰を行っ
た。生存曲線を図に示した。ハザード比は
0.75  (95%CI: 0.64-0.88, p < 0.001) となり、
性、年齢、もともとの要介護度を調整しても、 
在宅サービスの利用により要介護度の悪化

が抑制出来る可能性を示唆する結果が得ら
れた。 

 

2009 年 10 月から 2010 年 10 月の間の要介
護度の変化のデータから多相生命表の原理
を用いて 1 年後の要介護者の推計を行い、当
該保険者における実際の要介護者数と比較
すると、101.2%（要介護度区部別にみると
-8.6%～+20.6%）と実際の要介護者数よりも
大きな推計結果が得られた。 
 

 
本研究結果は、何らかの在宅介護サービスを

利用していることで、性、年齢、要介護認定期間
の調整を行っても介護サービスを受けていない
者に比較して、高齢者の介護度の悪化を防止
することが出来る可能性が示唆された。 
 今回研究対象となった保険者は、大都市部に
おける一特別区であるものの、日本では政令指
定都市（19大都市）で人口の2割を占めており、
都市部における介護者の状況について検討が
行えたことには意義がある。日本の介護保険制
度が公的な財源を投入し、加入を義務付けた社
会保険である以上は、保険料の増加や税の投
入について国民的合意を得る上でサービスの
効果が検証されることは、将来的に高齢化の進
捗に向けて、さらに利用者が増加してゆく中、一
人当たりの給付が変わらないとしても税の投入
額が増加する以上は、全体の費用は増加する

多相生命表の原理を用いた要介護者の将来推計について

1年後の要介護度変化確率（年齢 ｘ 歳）

非該当 要支援１ ・・・・・ 要介護５

非該当 ○○％ ○○％ ・・・・・・・・

x 要支援１ ○○％

歳 要支援２ ：

要介護１ ：

： ：

要介護５ ：

年齢別要介護度変化率

非該当 要支援１ 要支援２ ・・・・

○○ ○○ ○○ ・・・・・・

ｘ歳の第１号被保険者

非該当 要支援１ 要支援２ ・・・・

○○ ○○ ○○ ・・・・・・

ｘ＋１歳の第１号被保険者

各年齢毎に一年後にどの要介護度に変化するかの確率（生命表に相当）を、年齢別・要
介護分布数に順次掛け合わせながら、将来推計を行う。

非該当 要支援１ 要支援２ ・・・・

○○ ○○ ○○ ・・・・・・

【Ｎ年】

65歳

66歳

67歳

：

X歳

：

：

＋ 新たに第1号被検者となる者

非該当 要支援１ 要支援２ ・・・・

○○ ○○ ○○ ・・・・・・

【Ｎ＋１年】

66歳（65＋１）

67歳（66＋１）

68歳（67＋1年）

：

X＋１歳

：

：

【年齢別要介護度分布】

65歳

順次掛け合
わせて算出



ため、国民的理解を得るための必要条件であり、
本研究の意義は大きいと考える。ただし、仮に
良質な介護サービスが要介護度の進行を抑え
るにしても、サービスの質の確保、認定の質の担
保が政策的課題であり、要介護認定の標準化、
質の管理は引き続き重要な課題である。 

多相生命表の原理を用いた将来推計に関し
ては、現状の要介護認定の申請状況・介護サー
ビスの提供パターンや効果が今後も継続するな
らばら、わずかな変化を検知することができるこ
とが知られているが、特に前提条件となる事象
が安定している場合や比較的短期の推計に特
に有利である可能性があり、小さな変化が一時
的なものであった場合や、サンプル数が少ない
場合に、小さな変化による影響が過大に推計結
果に現れる傾向がある可能性が示唆される。こ
のため、多相生命表の原理を用いた要介護者
数の推計の精度の向上のためには、客対数の
増加とさらなる観察期間が必要である他、制度
変更の影響や、介護サービスの利用意向といっ
た情報も加えて一層の検討が必要であるものと
考えられた。 
 日本の大都市部にある自治体の全人口を分
析対象として介護サービスの効果について検討
し、要介護高齢者の将来推計を行い一定の限
界はあるものの、介護サービスの効果に関する
知見についてデータに基づき定量的な知見を
得られたことは、今後の介護保険制度の評価を
行う上で高い意義があったと考えられた。 
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